
証券コード 5035
（発信日）2026年3月12日

（電子提供措置の開始日）2026年3月5日

株 主 各 位
東京都新宿区津久戸町1番 8号
神 楽 坂 Ａ Ｋ ビ ル 9 階
Ｈ Ｏ Ｕ Ｓ Ｅ Ｉ 株 式 会 社
代表取締役社長 管 祥 紅

第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会は、当社定款の定めに基づき、場所の定めのない株主総会（以下「バー

チャルオンリ―株主総会」といいます。）といたします。ご出席いただくために必要と
なる環境やお手続き方法等の詳細は6頁から10頁の「バーチャルオンリー株主総会のご
案内」をご確認ください。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措
置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイト
に「第30期定時株主総会招集ご通知」として掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.housei-inc.com/ir

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東証上場会社情報サービスウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コード（5035）を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

また、当日ご出席されない場合、あるいは当日ご出席される場合も通信障害等に備
え、書面又はインターネットによって議決権を事前行使することができます。お手数
ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年3月26日（木曜日）午後6時00分まで
に議決権を行使してくださいますようお願いいたします。なお、書面（郵送）又はイ
ンターネットによる議決権行使に際しましては、4頁の「議決権行使方法のご案内」を
ご確認くださいますようお願いいたします。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年3月27日（金曜日） 午後6時00分
ログイン開始時刻 午後5時30分

※通信障害等により、本株主総会を上記日時に開催することができない場

合、本株主総会は2026年3月30日（月曜日）午後5時に延期いたします。

2. 開 催 方 法 バーチャルオンリー株主総会とします。詳細は6頁から10頁の
「バーチャルオンリー株主総会のご案内」をご確認ください。
※インターネット上のみでの開催となり、実際にご来場いただく会場はご

ざいません。

※本株主総会が2026年3月30日（月曜日）午後5時に延期された場合は、バ

ーチャルオンリー株主総会ではなく場所の定めのある株主総会といたし

ます。場所は東京都新宿区津久戸町1番8号神楽坂AKビル 当社本社8階会

議室といたします。

3. 報 告 事 項 1． 第30期（2025年1月1日から2025年12月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等
委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2． 第30期（2025年1月1日から2025年12月31日まで）計算書類
の内容報告の件

4. 決 議 事 項
第1号議案 定款一部変更の件

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）6名選任の件

第3号議案 監査等委員である取締役1名選任の件

5. 招集にあたっての
決定事項

通信障害等により、本株主総会の議事に著しい支障が生じる場
合は、議長が本株主総会の延期又は続行を決定できることとす
るため、その旨の決議を本株主総会の冒頭において行うことと
いたします。当該決議に基づき、議長が延期又は続行の決定を
行 っ た 場 合 に は、 速 や か に 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.housei-inc.com/ir）でその旨及び延会又は継続
会の開催日時をお知らせいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
(1) 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取

り扱わせていただきます。

(2) 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい
ただきます。

(3) 株主総会への出席に必要となる通信機器類及び一切の費用については、株主様のご負担とさせてい
ただきますことをご了承ください。

(4) 今後の状況変化によって、上記の内容を更新する場合には、以下の当社ウェブサイトにてお知らせ
しますので、適宜ご確認をお願いいたします。
https://www.housei-inc.com/ir
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(5) 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会及び
会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
●事業報告
1．企業集団の現況に関する事項
(1)事業の経過及びその成果
(2)対処すべき課題
(3)財産及び損益の状況の推移
(4)主要な事業内容
(5)主要な事業所
(6)従業員の状況
(7)主要な借入先
(8)その他企業集団の現況に関する重要な事項

2．株式に関する事項
3．当社の新株予約権に関する事項
4．会社役員に関する事項
(1)責任限定契約に関する事項
(2)役員等賠償責任保険契約の内容の概要
(3)社外役員に関する事項

5．会計監査人に関する事項
6．業務の適正を確保するための体制
7．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
8．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
9．会社の支配に関する基本方針
10．剰余金の配当等の決定に関する方針

●連結計算書類
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

●計算書類
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表

●監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
計算書類に係る会計監査人の監査報告
監査等委員会の監査報告
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議決権行使方法のご案内

○バーチャルオンリー株主総会にご出席される場合

6頁から10頁に記載の「バーチャルオンリー株主総会のご案内」をご
参照のうえ、バーチャルオンリー株主総会にご出席ください。

日時 2026年3月27日（金曜日）午後6時

○郵送によるご行使

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに
到着するようご返送ください。

行使期限 2026年3月26日（木曜日）午後6時必着

○「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェ
ブサイトログインQRコード」をスマートフォンかタブレット端末で
読み取ります。詳細につきましては次ページをご覧ください。

行使期限 2026年3月26日（木曜日）午後6時まで

○インターネットによるご行使

当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）
にアクセスしていただき、画面の案内に従って、賛否をご送信くだ
さい。詳細につきましては次ページをご覧ください。

行使期限 2026年3月26日（木曜日）午後6時まで
※書面による議決権行使とインターネット（「スマート行使」を含む）による議決権行使が重複して為

された場合は、到着日時を問わず、インターネット（「スマート行使」を含む）によるものを有効な

議決権行使として取り扱わせていただきます。

※インターネット（「スマート行使」を含む）による議決権行使が複数回為された場合には、最後に行

われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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同封の議決権行使書用

紙の右下「スマートフォン

用議決権行使ウェブサイ

トログインQRコード」をス

マートフォンかタブレット

端末で読み取ります。

①スマートフォン用議決権行使ウェブ
サイトへアクセスする

②以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが以下の

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決

権行使コード」･「パスワード」を入力してログイン、再度議決権

※QRコードを再度読み取っていただくと、下記の議決権行使ウェブサイトにア

行使をお願いいたします。

クセスできます。
デンソーウェーブの

※QRコード®は、株式会社

登録商標です。

見本

見本

議決権行使書

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

①議決権行使ウェブサイト
へアクセスする

https://www.web54.net

③パスワードを入力する

同封の議決権行使書用紙に記載の

「初期パスワード」をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」をご入力ください。

②ログインする

議決権行使コード

クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120-652-031（フリーダイヤル）
（受付時間 午前９時～午後９時）

実際にご使用になる新しいパスワード
を設定してください。

「登録」をクリック

「スマート行使」によるご行使について

インターネットによるご行使について

お手元の議決権行使書用紙の、所有株式数が印字されている面の左下に記載されてい

る「議決権行使コード」及び「パスワード」をご用意のうえ、アクセスをお願いいた

します。
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バーチャルオンリー株主総会のご案内

本株主総会は、インターネット上でのみ開催する『バーチャルオンリー株主総会』

です。株主様が実際にご来場いただく会場はございませんので、オンラインでご出席

くださいますようお願い申し上げます。ご出席いただくために必要となるウェブサイ

トのURL、アクセス方法、お手続方法等の詳細について、以下のとおりご案内申し上げ

ます。

株主総会当日に当社指定のウェブサイト（https://web.sharely.app/login/HOUSEI-30）から

インターネット上で出席し、ライブ配信映像のご視聴、議決権行使の他、株主総会の目的事

項に関する質問、動議の提出等が可能です。

また、株主の皆様が関心をお持ちと思われる事項につきまして、事前に当社ウェブ

サイト（https://www.housei-inc.com/ir）にて掲載させていただきます。

なお、同ウェブサイト内より、事前のご意見、ご質問等をお受けしていますので、

是非ご利用ください。

※同ウェブサイトのご利用に際しましては、以下の注意事項を必ずご一読ください。

1 配信日時

2026年3月27日（金曜日）午後6時から

※総会当日は、午後5時30分頃からログイン可能となる予定です。

2 アクセス方法

＜接続先URL＞ https://web.sharely.app/login/HOUSEI-30

＜必要事項＞ 議決権行使書用紙に記載の株主番号、郵便番号、保有株式数

① 上記のURLをご入力いただくか、下図のQRコードを読み込み、ライブ配信サイトに

アクセスしてください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

② 接続されましたら、議決権行使書用紙に記載されている「株主番号」「郵便番号」

及び「保有株式数」を、画面表示に従って入力しログインしてください。

※議決権行使書用紙を投函する前に、「株主番号」「郵便番号」及び「保有株式数」を、必ずお手許に

お控えください。
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3 当日の議決権行使、質問及び動議の提出方法

① 当日の議決権行使の方法

ログイン後、議長の指示に従って、視聴画面下部の「決議」ボタンより賛否をご

入力ください。

本株主総会にご出席いただいた場合の議決権行使の取り扱いについては、次のと

おりです。

株主総会前日まで 本株主総会当日 議決権行使の取り扱い

議決権を事前行使した
議決権を行使した※

当日の議決権行使が有効

（事前行使は無効）

議決権を行使しなかった 議決権の事前行使が有効

議決権を事前行使していない
議決権を行使した※ 当日の議決権行使が有効

議決権を行使しなかった 棄権

※株主総会当日に議決権を行使される場合は、全ての議案について、賛否をご表示ください（賛否を

表示されなかった議案は事前行使があったものも含め棄権となります。）。

② 当日の質問の方法

ログイン後、議長の指示に従って、視聴画面下部の「質問」ボタンより本株主総

会の目的事項に関する質問内容をご入力ください。なお、ご質問はお1人様につき、

2問まで、1問あたりの文字数は150文字までとさせていただきます。ご質問内容を正

確に把握できるよう、簡潔な入力にご協力をお願い申し上げます。

※当日のご質問につきましては、本株主総会の目的事項に関する質問であって、他の質問と重複しないものを

中心に採り上げる予定ですが、株主総会の進行上の都合やご質問内容により全てのご質問にご回答できない

場合がございます。

※株主様から寄せられたご質問等につきましては、本株主総会の目的事項に無関係であると判断されるもの、

重複するもの、個人のプライバシーや名誉を侵害する可能性があると判断されるもの、その他公開に支障が

あるものを除き、本株主総会終了後、当社ウェブサイト（https://www.housei-inc.com/ir）に掲載させていた

だく予定です。併せてご参照ください。

③ 動議の提出方法

動議をご提出される場合には、議長の指示に従って、視聴画面下部の「動議」ボ

タン内から動議の種類を選択しご入力をお願いいたします。
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4 事前の意見、質問の提出方法

＜接続先URL＞ https://web.sharely.app/e/HOUSEI-30/pre_question

上記のURLをご入力いただくか、下図のQRコードを読み込み、事前質問受付サイトに

アクセスしてください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

接続されましたら、議決権行使書用紙に記載されている「株主番号」「郵便番号」及

び「保有株式数」を、画面表示に従って入力しログインしてください。

※議決権行使書用紙を投函する前に、「株主番号」「郵便番号」及び「保有株式数」を、必ずお手許に

お控えください。「事前質問受付」サイトより本株主総会の目的事項に関する質問内容をご入力く

ださい。なお、ご意見・ご質問等はお1人様につき2問まで、文字数は1問につき150文字までとさせ

ていただきます。

＜事前質問受付期限＞ 2026年3月26日（木曜日）午後6時まで

※受付期間中にお送りいただいたご質問・ご意見・コメント等につきましては、本株主総会の目的事項

に無関係であると判断されるもの、重複するもの、個人のプライバシーや名誉を侵害する可能性があ

ると判断されるものその他公開に支障があるものを除き、株主の皆様にご関心が特に高いと思われる

事項を中心に、総会当日までに、当社ウェブサイト（https://www.housei-inc.com/ir）に掲載させ

ていただく予定です。

※受付期間終了後にお送りいただいたご質問・ご意見・コメント等につきましても、総会当日にご説明

させていただく場合があります。

※全ての事前質問にご回答することが難しい場合、株主の皆様にご関心が特に高いと思われる事項や、

議案に関する事項を中心に、総会当日にご説明させていただく予定ですが、株主総会の進行上の都合

やご質問・ご意見・コメント等の内容により全てにお答えできない場合がございます。

5 本株主総会の議事における情報の送受信に用いる通信の方法に係る障害に関する対

策についての方針の内容

本株主総会では、通信障害対策が講じられたシステムを利用し、本株主総会当日の

運用に際しては、通信障害対応が可能な専門スタッフを配置いたします。通信障害に

より議事に著しい支障が生じた場合に備え、本株主総会冒頭に、議長が延期・続行を

決定することができる旨の議長一任決議についてお諮りすることといたします。また、

通信障害が発生した場合の対応方法、対応の意思決定方法、株主様への周知方法を含

む対応マニュアルをあらかじめ整備いたします。
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6 インターネットを使用することに支障のある株主様のご参加方法

（利益の確保に配慮することについての方針の内容の概要）

インターネットを使用することに支障のある株主様に対しては事前の書面による議

決権行使を推奨しております。インターネットを使用することに支障のある株主様に

おかれましては、お手元の議決権行使書を返送する方法により、事前に議決権を行使

くださいますようお願い申し上げます。

7 代理人による出席方法

当社定款第16条により、議決権を有する他の株主様1名を代理人として、議決権を行

使することができます。

ご希望の株主様は、株主総会に先立って、当社に「代理の意思表示を記載した書面

（委任状）」のご提出が必要となりますので、以下の提出先までメールアドレスをご記

載のうえ、ご送付ください。委任状の様式その他必要情報については、「代理人による

議決権行使等に関する問合せ先」までお問合せください。

＜代理人による議決権行使等に関する問合せ先＞

ir@housei-inc.com

＜代理人に関する書類の提出先＞

〒162-0821 東京都新宿区津久戸町1番8号 神楽坂AKビル9F

HOUSEI株式会社 株主総会運営事務局 宛

＜ご提出期限＞

2026年3月26日（木曜日）午後6時必着

※提出期限までに必要書類が当社に届かなかった場合は、代理人による出席は認められませんのでご

了承ください。

※ご提出いただいた書類に不備があった場合は、有効な委任としてお取り扱いできない場合がござい

ます。

＜注意事項＞

1．書面又はインターネットによる議決権の事前行使をされ、当日バーチャルオンリー株主総会にイン

ターネット経由で出席し、事前の議決権行使と重複して議決権を行使された場合は、本株主総会にお

いて最後に行われたものを有効な議決権行使とし、事前の議決権行使は無効とさせていただきます。

事前に議決権行使のうえ、当日バーチャルオンリー株主総会に出席されたものの、当社側で当日の議

決権行使が確認できない場合には、事前の議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。

事前に議決権行使をせず、当日バーチャルオンリー株主総会に出席されたものの、当社側で当日の議

決権行使が確認できない場合には、棄権として取り扱わせていただきます。

2．事前質問受付サイトから動議の提出はできません。

3．同様の質問等の繰り返しや、膨大な文字量のテキストデータの送信、本株主総会の目的事項と無関
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係な内容や、プライバシー又は名誉を害するものその他不適切な内容を含む質問等の送信など、株主

の皆様との貴重な対話の場である本株主総会の趣旨に反する場合や、本株主総会の議事の進行やバー

チャルオンリー株主総会のシステムの安定的な運営に支障が生じると判断した場合には、議長の命令

又は議長の指示を受けた事務局の判断により、当該株主様との通信を強制的に遮断させていただく場

合がございます。

4．当日は安定した配信に努め、通信障害が発生した場合に備え具体的な対処のマニュアルも準備して

おりますが、視聴される株主様の通信環境の影響により、ライブ配信の映像・音声の乱れ及び一時中

断などの通信障害、並びに送受信に軽微なタイムラグが発生する可能性がございます。

5．株主総会当日において、株主様側の通信環境等の問題と思われる原因での接続不良・遅延・音声の

トラブルにつきましては、一切の責任を負いかねます。あらかじめご了承くださいますようお願い申

し上げます。

6．ご視聴いただく際の通信機器類、接続料金及び通信料等の一切の費用は株主様のご負担となります。

7．映像や画像、音声データ等の第三者への提供や公開での上映、転載・複製及びログイン方法を第三

者に伝えることは禁じます。

8．その他配信システムに関するご不明点に関しましては、以下FAQサイトをご確認ください。

https://sharely.zendesk.com/hc/ja/sections/360009585533

【当日のログイン方法、操作方法等に関する問合せ先】

問合せ先 ：システム運営会社（Sharely株式会社）03-6683-7661

（受付日時：2026年3月27日（金曜日）午後5時～株主総会終了まで）

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第1号議案 定款一部変更の件

当社定款を以下のとおり変更したいと存じます。

1．変更の理由

本社機能の強化と業務の一層の効率化を図るため、現行定款第3条に定める本店

所在地を「新宿区」から「千代田区」に変更するものであります。なお、本変更

につきましては、2026年5月7日に効力を発生することとし、その旨の附則を設け

るものであります。

2．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示します）

現 行 定 款 変 更 案

(本店所在地）
第3条 当会社は、本店を東京都新宿区
に置く。

附 則
（新 設）

(本店所在地）
第3条 当会社は、本店を東京都千代田
区に置く。

附 則
第2条 第3条（本店の所在地）の変更
は、2026年5月7日をもって効力を生ずる
ものとする。なお、本附則は期日経過後
これを削除する。
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）6名選任の件

取締役4名（監査等委員である取締役を除く。）全員は、本総会の終結の時をもっ

て任期満了となります。つきましては、当社の経営体制の強化を図るため、新たに

取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名を増員することととし、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）6名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及

び業績等を評価したうえで、当社の取締役として適任であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有株式数

1

管
かん

祥紅
しょうこう

(1967年1月22日生)

（重任）

1989年 9 月 日本プロセス株式会社入社

0株

1992年 4 月 住友金属工業株式会社入社

1996年 3 月 当社設立 代表取締役社長(現任)

2000年 8 月 パワープリント株式会社設立 取締役

2000年11月 北京方正国際軟件有限公司 執行董事

2004年 8 月 方正璞華軟件（武漢）股份有限公司（現 璞華

軟件（武漢）有限公司） 法定代表人

2006年 3 月 株式会社シスイン 取締役

2014年 5 月 蘇州方正璞華信息技術有限公司（現 璞華科技

有限公司） 法定代表人

2017年 9 月 KSK合同会社設立 代表社員(現任)

2017年10月 方正株式（武漢）科技開発有限公司（現 璞華

国際科技（武漢）有限公司） 董事(現任)

2018年10月 佰瑞翔鴻（香港）有限公司設立 法定代表人

(現任)

2020年12月 北京瑞華贏科技発展股份有限公司 董事

2023年 4 月 SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社 代表取締役(現

任)

2023 年 6月 アイード株式会社 取締役(現任)

2025年11月 OmniXuttle株式会社 代表取締役(現任)

2

多名
た な

賀
か

淳
じゅん

(1963年5月8日生)

（重任）

1988 年 4月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルート

ホールディングス）入社

5,000株

2004 年 3月 同社退職

2005 年 1月 株式会社テレマーケティングジャパン入社

2007 年 7月 同社退職

2007 年 8月 丸善株式会社（現丸善雄松堂株式会社）入社

2022 年 3月 同社退職

2022 年 4月 当社入社 執行役員（技術担当兼プロフェッ

ショナルサービス事業部副事業部長）

2023 年 3月 当社取締役

2024 年 1月 当社常務執行役員 技術担当兼プロフェッシ

ョナルサービス事業部長

2026 年 1月 当社取締役 兼 執行役員社長室長（現任）
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有株式数

3

羽
は

入
にゅう

友則
とものり

(1964年11月4日生)

（重任）

1988年 4 月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルート

ホールディングス）入社

100株

1999年 3 月 株式会社エイ・ティー・インタラクティブ入

社

2000年 8 月 トランス・コスモス株式会社入社

2002年 7 月 当社入社（業務委託契約) COO兼CFO

有限会社キャットハンド設立 取締役(現任)

2005年10月 当社取締役兼執行役員 第3事業部、第4事業

部担当

2006年 9 月 当社取締役兼執行役員 第4事業部担当

2007年 7 月 当社取締役管理本部担当兼グループ経営戦略

室長

2008年 3 月 当社取締役管理本部長

2013年12月 当社退職(業務委託契約終了)

2014年 1 月 パーク24株式会社入社

2015年 8 月 株式会社アイノグラフィックス入社 CFO兼

CEO代行（業務委託契約）

2016年10月 当社入社(業務委託契約) 執行役員管理本部

長(現任)

2021年 3 月 当社取締役(現任)

2023年 6 月 アイード株式会社 監査役(現任)

4
石
せき

自力
じ りき

(1966年1月16日生)

（重任）

1991年7月 武漢大学コンピュータ学部講師担当

0株

1999年9月 武漢大学コンピュータ学部退職

1999年10月 東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻

広域システム科学系博士課程入学

2001年11月 東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻

広域システム科学系博士課程修了

2003年4月 当社入社

2003年5月 EmpressSoftwareINC.入社

2004年8月 同社退職

2004年9月 方正璞華軟件（武漢）股份有限公司（現璞華

軟件（武漢）有限公司）入社CTO

2017年12月 同社退職

2018年1月 方正株式(武漢)科技開発有限公司(現璞華国際

科技（武漢）有限公司)入社董事長(現任)

2022年3月 当社取締役(現任)
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有株式数

5

友
ともの

野 史宇
のぶいえ

(1975年4月25日生)

（新任）

1998 年 4月 株式会社シスイン入社

0株

2009 年 1月 当社が同社を吸収合併し、当社入社

2016 年 1月 当社 開発本部開発1部長

2017年10月 璞華国際科技（武漢）有限公司董事（現任）

2018 年 1月 当社 開発本部長

2020 年 1月 当社 執行役員 開発本部長

2026 年 1月 当社 執行役員 事業運営本部長（現任）

6

大
おおむら

村 壮太
そうた

(1995年11月11日生)

（新任）

2019 年 4月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社

入社

0株
2022 年 4月 コインチェック株式会社入社

2023 年 9月 同社 Crypto Asset事業本部 販売所事業部長

2025 年 7月 Sakana AI株式会社入社

2026 年 2月 同社事業開発本部プロダクト部門長（現任）

(注) 1.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.当社は、大村壮太氏の選任が承認された場合には、会社法第427条第1項に基づき、会社法

第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づ
く損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認めら
れるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が
ないときに限られます。

3.当社は役員が職務の執行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするととも
に、有用な人材を迎えることができるよう、取締役を被保険者として、会社法第430条の3
第1項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。本議案が原案
通り承認され、各候補者が取締役に就任した場合には、各候補者は当該保険契約の被保険
者となります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を
負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害について補填することとされています。ただし、法令違反の行為であることを意識して
行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。
（保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあ
りません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害について
補填の対象としないこととされています。）
なお、各候補者の任期途中である2026年9月1日に当該保険契約を更新する予定であります。

4.新任の大村壮太氏は、当社の業務執行者の三親等以内の親族であります。
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第3号議案 監査等委員である取締役1名選任の件

監査等委員である取締役菊池 武志氏は、本総会終結の時をもって辞任されます。

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くため、新たに監査等委員である

取締役1名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、本総会にて選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定め

により、退任された監査等委員である取締役の任期の満了すべき時までとなります。

また、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。監査等委員

である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名

（生年月日）
略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

所有株式

数

大
おおかわ

川 浩司
こ う じ

(1977年8月10日生)

（新任）

2001 年 4月 わかもと製薬株式会社入社

0株

2004 年 8月 イーピーエス株式会社入社

2015年10月 同社CRO事業本部臨床開発事業部モニタリン

グ1部 部長

2020年10月 同社 臨床開発事業本部 モニタリングセンタ

ー 副センター長

2024年10月 同社 総合企画室 担当室長

2025年10月 同社 総合企画センター 副センター長 兼 経

営企画室 担当室長（現任）

(注) 1.大川浩司氏は新任の監査等委員である社外取締役候補者であります。
2.大川浩司氏が所属するイーピーエス株式会社は、当社の株式を約12％所有する大株主である
EPSホールディングス株式会社傘下のグループ会社であります。それ以外の特別の利害関係は
ありません。

3.大川浩司氏は、イーピーエス株式会社の経営企画業務及びグループ会社の経営管理業務に関
して豊富な実務経験と専門性を有しています。この実務経験と専門性に基づく知見と見識は、
社外取締役として当社取締役会に事業経営の観点から助言をいただく上で、また監査等委員
として実効的な監査活動を行っていただく上で極めて有益であり、当社グループのガバナン
ス体制および内部統制の更なる強化に大きく寄与するものと判断しております。
以上が、大川浩司氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由です。

4.当社は、大川浩司氏の選任が承認された場合には、会社法第427条第1項に基づき、会社法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損
害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるの
は、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないとき
に限られます。

5.当社は役員が職務の執行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、
有用な人材を迎えることができるよう、取締役を被保険者として、会社法第430条の3第1項に
規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。本議案が原案通り承認さ
れ、候補者が監査等委員である社外取締役に就任した場合には、候補者は当該保険契約の被
保険者となります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任
を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害について補填することとされています。ただし、法令違反の行為であることを意識して行
った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由があります。
（保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあり
ません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害について補填
の対象としないこととされています。）
なお各候補者の任期途中である2026年9月1日に当該保険契約を更新する予定であります。

以上
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事 業 報 告

（ 2025年1月1日から
2025年12月31日まで ）

1．企業集団の現況に関する事項

(1) 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は18,314千円であり、その主な内容

は電子設備（コンピューターなど）の入替などにより工具器具備品を購入したこ

とによるものであります。

(2) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(3) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(4) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(5) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(6) 他の会社の株式その他の持分の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

璞華国際科技（武漢）有限公司 693,127千円 100.0％ ソフトウエアの開発

璞華供給鎖（蘇州）有限公司 1,000千人民元 100.0％
中国国内の金融業界向け
システム開発

方正環球科技有限公司 1,000千香港ドル 100.0％
香港のメディア業界向け
ITサービス

アイード株式会社 9,900千円 100.0％
英語スピーキング評価AI
活用事業

SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社 36,000千円 59.2％ スマホゲーム配信事業等

OmniXuttle株式会社 15,000千円 51.0％
スマート倉庫システム提
供

(注) 2025年11月21日付で、OmniXuttle株式会社を新規設立いたしました。
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2．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 管 祥 紅 KSK合同会社 代表社員

佰瑞翔鴻（香港）有限公司 法定代表人

璞華国際科技（武漢）有限公司 董事

SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社 代表取締役

アイード株式会社 取締役

OmniXuttle株式会社 代表取締役

取 締 役 石 自 力 璞華国際科技（武漢）有限公司 董事長

取 締 役 羽 入 友 則 執行役員 管理本部長

有限会社キャットハンド 取締役

アイード株式会社 監査役

取 締 役 多名賀 淳 常務執行役員 技術担当兼プロフェッショナルサービス

事業部長

取 締 役

（常勤監査等委員）

松 村 晶 信 ―

取 締 役

（監査等委員）

井 上 隆 司 共栄会計事務所パートナー

井上隆司公認会計士事務所 所長

アライドテレシスホールディングス株式会社 取締役

（監査等委員）
アライドテレシス株式会社 監査役
株式会社ブロードバンドタワー 取締役（監査等委員）

取 締 役

（監査等委員）

菊 池 武 志 有限会社丸子興業 代表取締役

(注) 1.松村 晶信氏、井上 隆司氏及び菊池 武志氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であ
ります。

2.当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収
集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携
を可能にするため、松村 晶信氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3.当社は、取締役 松村 晶信氏、井上 隆司氏及び菊池 武志氏を株式会社東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

4.董事は取締役に相当します。
5.監査等委員 井上 隆司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
6.監査等委員 菊池 武志氏は、2025年3月27日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって、任
期満了により取締役を退任した後、監査等委員に就任いたしました。

7.取締役 多名賀 淳氏は、事業年度末日後の2026年1月7日付で、執行役員社長室長へ異動とな
りました。

― 18 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



8.取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。

役 名 氏 名 職 名

執行役員 古市 健 プロダクト事業室長兼広報・マーケティング室長

執行役員 五十嵐 徹 メディア事業部長

執行役員 三上 裕介 DX推進室室長

執行役員 友野 史宇 開発本部長

(2) 当事業年度に係る取締役の報酬等

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬等につい

て、「取締役の報酬等の決定方針」として取締役会において決議した内容は次の

とおりです。

1.基本方針

当社の取締役の報酬は、中長期的視点で経営に取り組むことが重要との考え

から、基本報酬の水準と安定性を重視しており、個々の業務執行取締役の報酬

の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

他方、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する

よう株主利益と連動した業績連動報酬等及び株式報酬導入の必要性も十分認識

しており、今後の検討課題とする。

2.基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与

える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に

応じて、株主総会で決議された総額の範囲内で総合的に勘案して決定するもの

とする。

3.業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関

する方針

業績連動報酬等及び非金銭報酬等は当面設定しない。

4.金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の

報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等の割合（％）は、現時点では100：

0：0とする。

5.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の報酬等の内容については、取締役会決議に基づき、代表取

締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし（※）、その権限の内

容は、各取締役の基本報酬の額とし、取締役報酬の総額が株主総会決議により2

億円以内、取締役の員数が定款で最大8名とされていることに鑑み、下記の範囲

内で決定するものとする。

取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社
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外取締役の適切な関与・助言を求めるものとする。

① 年間報酬総額が1人あたり3,000万円以内の取締役が4名以内

② 上記以外の取締役については年間報酬総額が1人あたり2,000万円以内
※ 委任を受けた者の氏名は管祥紅であります。委任の理由は、上記方針の範囲内で代表取締

役社長の裁量を認めることが、会社経営上望ましいと判断したためであります。

取締役の個人別の報酬額については、代表取締役社長が社外取締役の関与・

助言を受けたうえで、決定方針に定めた額の範囲内で決定していることから、

その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の

員数

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬
業績連
動報酬

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
(うち社外取締役)

53,100
(900)

53,100
(900)

－ －
4
(1)

取締役（監査等委員）
(うち社外取締役)

11,700
(11,700)

11,700
(11,700)

－ －
4
(4)

(注) 1.取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2023年3月30日開催の第27期定時
株主総会において、年額200,000千円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点
の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は5名（うち社外取締役1名）です。

2.監査等委員である取締役の報酬限度額は、2023年3月30日開催の第27期定時株主総会におい
て、年額50,000千円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員で
ある取締役の員数は3名です。

3.無報酬の取締役（監査等委員を除く）が1名いるため、当期中に在籍した取締役員数5名に対
して、支給員数4名となっております。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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電子提供措置の開始日2026年3月5日

第30期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

（2025年1月1日から2025年12月31日まで）

事業報告
企業集団の現況に関する事項
事業の経過及びその成果
対処すべき課題
財産及び損益の状況の推移
主要な事業内容
主要な事業所
従業員の状況
主要な借入先
その他企業集団の現況に関する重要
な事項

株式に関する事項
当社の新株予約権に関する事項
会社役員に関する事項
責任限定契約に関する事項
役員等賠償責任保険契約の内容の概要
社外役員に関する事項

会計監査人に関する事項
業務の適正を確保するための体制
反社会的勢力の排除に向けた基本的な
考え方及びその整備状況
業務の適正を確保するための体制の運
用状況の概要
会社の支配に関する基本方針
剰余金の配当等の決定に関する方針

連結計算書類
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

計算書類
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
計算書類に係る会計監査人の監査報告
監査等委員会の監査報告

Ｈ Ｏ Ｕ Ｓ Ｅ Ｉ 株式会社

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



1．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当社グループは、「IT partner to achieve DX:DXを実現するITパートナーとし

て、メディア業界で培った成功経験やノウハウを活かし、世界中から先進技術を

取り入れて、日本産業が弱いとされるIT分野の強化に貢献する。」をミッションと

して掲げております。

このミッションの下、当連結会計年度において、AIエージェントによるデータ

分析生成を可能にするAIチャット型BI「imprai ezBI」をリリースいたしました。

生成AIローコード開発プラットフォーム「imprai」についても、生成AI検索エン

ジン「Perplexity AI」と LLM（大規模言語モデル）「DeepSeek R1」の搭載、

「Googleドライブ」や「Box」とのAPI連携、アリババクラウドの最新LLM

「QWQ-32B」の搭載、コミュニケーションツール「Microsoft Teams」との連携など

の機能拡張をいたしました。Web 広告などの法令遵守と運用効率を支援する新サ

ービス「imprai ezCheck」（インプライ イージーチェック） の提供も開始いたし

ました。

さらに、物流倉庫の自動化・省人化を推進するため、上海GLOBL智能科技株式会

社と協業し、日本市場向けにスマート倉庫システムの提供を開始し、日本市場に

特化して新たに開発した 4 方向パレットシャトル「OmniXuttle（オムニシャト

ル）」の提供も開始いたしました。これをさらに強力に推進するため、2025年11月

には連結子会社としてOmniXuttle株式会社を設立いたしました。

また、AI（人工知能）・ITを活用したHOUSEIの省力化店舗運営支援サービス「無

人店舗ソリューション」は三洋堂書店27店舗、その他20店舗の計47店舗に導入さ

れています。

これらの結果、当連結会計年度における当社グループ全体の売上高は、

4,779,287千円（前年同期比139,412千円減、同2.8％減）の減収、売上総利益につ

いても1,515,446千円（前年同期比13,545千円減、同0.9％減）の減益となりまし

た。研究開発費の増加などにより、販売費及び一般管理費は前年同期比で28,559

千円増加し、営業利益は36,549千円（前年同期比42,105千円減、同53.5％減）と

なりました。営業外収益で補助金収入を計上したことなどにより、経常利益は

54,207千円（前年同期比74,037千円減、同57.7％減）となりました。国内IT事業

に属するアイード株式会社に係るのれん減損損失など258,239千円を特別損失とし

て計上したことなどにより、親会社株主に帰属する当期純損失は195,091千円（前

年同期は125,997千円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。

― 22 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① 国内IT事業

国内IT事業は当社、アイード株式会社、SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社及び

OmniXuttle株式会社で展開しております。売上高は4,187,070千円（前年同期比

31,364千円減、同0.7％減）の減収となり、日本国内の物価上昇の影響などによ

り、営業利益は15,251千円（前年同期比42,970千円減、同73.8％減）の減益と

なりました。

② 海外IT事業

海外IT事業は璞華国際科技（武漢）有限公司、璞華供給鎖（蘇州）有限公司

及び方正環球科技有限公司で展開しております。売上高は592,216千円（前年同

期比108,047千円減、同15.4％減）の減収、営業利益は5,805千円（前年同期比

42,413千円減、同88.0％減）の減益となりました。

(2) 対処すべき課題

① 既存顧客の深耕及び主要顧客の拡大

安定した持続的な成長を続けるためには、顧客基盤の拡大が必要だと考えて

おります。現在の主要顧客に対しては、これまでの長年の取引によって蓄積し

たノウハウと信頼関係をもとに、新たな領域の受注等、更なる深耕を図ります。

加えて、ヘルスケア、不動産、インターネット広告等の既存優良顧客に近い業

界をターゲットに、ノウハウや実績の横展開を図り、新たな柱となる主要顧客

の拡大も目指してまいります。

② 品質・サービスレベルの向上

お客様との信頼関係を構築するためには、常に安定した品質とサービスを提

供し、お客様に安心していただくことが重要になります。品質・サービスレベ

ルの向上に向けて、社員教育、マネジメント向け教育を強化し、中核となるプ

ロジェクトマネージャを育成してまいります。加えて、プロジェクト管理の専

門部署を通じて、受注前の見積り審査や受注後のプロジェクト進捗確認及び完

成後の総括会等を行うことで、品質・サービスレベルの向上を図ってまいりま

す。

③ 最新技術の習得

当社グループ事業を取り巻く環境は急速に変化しており、先進性を維持する

ことが肝要と考えております。研究開発を確実に遂行するとともに、2020年に

発足させた技術委員会をより充実させ、全社の技術レベルの更なる向上を目指

してまいります。
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④ プロダクト化・サービス化の推進

昨今は、1つのサービスをより多くのお客様にお届けすることが主流となって

おります。当社でもオーダーメイド製品からの脱却を図るべく、プロダクト

化・サービス化を推進し、展開することが重要と考えております。既存取引先

と取り組んでいる「新聞組版システムの共通化」を通じて、お客様のDXを牽引

してまいります。また、当社自身のDXにも取り組み、ノウハウやコア技術を活

用したプロダクト・サービスの展開に取り組んでまいります。

⑤ 経営管理・内部管理体制の強化

経営に対する公平性及び透明性の担保、また、会社経営を脅かす問題・違反

を防止し、法令・企業理念が遵守できる組織にするために、経営管理体制・内

部管理体制の強化が重要と認識しております。引き続き公平性と透明性、効率

性、並びに、健全性を保つことができる組織を維持するために、コーポレー

ト・ガバナンスの体制強化に取り組んでまいります。

⑥ 働き方改革の推進

働きやすい環境を整え、社員のワーク・ライフ・バランスやモチベーション

の向上を図ることは、結果として社員の生産性や帰属性を高め、優秀な人材の

確保に繋がると考えているため、働き方改革の推進を重要課題と認識しており

ます。

ワーク・ライフ・バランスの観点からは、今まで推進してきた開発環境のク

ラウド化を引き続き推進し、物理的制約から社員を解放してまいります。モチ

ベーション向上の観点としては、オンライン学習システムの導入や、中国拠点

との人材交流を通じて社員のレベルアップを後押しし、達成感を感じられる職

場となるよう取り組んでまいります。

⑦ M&A、事業提携の推進

既存事業の拡充、人材の獲得、関連技術の獲得及び新規事業への進出のため、

M&Aや事業提携を推進してまいります。

⑧ 中国での事業展開について

当社グループは中国・武漢にシステム開発子会社を有しており、顧客から受

託したシステム開発の重要部分を中国子会社に開発委託しております。中国の

システム開発子会社に開発委託することは、品質、納期、コストの面で当社グ

ループの競争優位性の源泉でありますが、将来の中国政府の政策変更により開

発したシステムの輸出に規制がかかった場合や、日本側の顧客の方針により中

国へのオフショア開発委託ができなくなった場合等には、当社グループの事業

運営に支障が出るリスクがあります。

仮に開発したシステムの輸出や中国へのオフショア開発委託ができなくなっ

たとしても、開発工程のほとんどを中国の開発拠点に依存しているということ

はなく、日本国内の開発パートナーで代替は可能であります。また、そのよう
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な場合には中国子会社の開発リソースが空いてしまう可能性があるため、それ

に備えて中国国内でのシステム開発案件の獲得を積極的に行っていく方針であ

ります。

(3) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第27期

2022年12月期
第28期

2023年12月期
第29期

2024年12月期

第30期
2025年12月期

（当連結会計年度）

売 上 高（千円） 4,253,916 4,639,586 4,918,699 4,779,287

経 常 利 益（千円） 198,788 204,309 128,244 54,207

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（千円） 134,705 147,031 125,997 △195,091

1株当たり当期純利益または当期純損失(△) 21円16銭 20円81銭 17円88銭 △28円52銭

総 資 産（千円） 4,227,402 4,716,648 5,134,910 4,786,016

純 資 産（千円） 2,954,150 3,186,675 3,303,158 3,079,036

(注) 1株当たり当期純利益または当期純損失(△)は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており
ます。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第27期
2022年度

第28期
2023年度

第29期
2024年度

第30期
2025年度

（当 期）

売 上 高 （千円） 4,121,613 4,320,880 4,128,237 4,106,233

経 常 利 益 （千円） 172,500 220,563 83,391 38,779

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 43,584 105,732 54,839 △262,362

1株当たり当期純利益または当期純損失(△) 6円85銭 14円96銭 7円78銭 △38円35銭

総 資 産 （千円） 3,569,389 3,949,709 4,017,365 3,507,788

純 資 産 （千円） 2,569,217 2,702,625 2,649,018 2,312,496

(注) 1株当たり当期純利益または当期純損失(△)は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており
ます。
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(4）主要な事業内容（2025年12月31日現在）

当社グループは、当期末現在、当社、連結子会社6社（国内3社、海外3社）によ

り構成されており、国内IT事業、海外IT事業の2つのセグメントにて事業展開を行

っております。当区分はセグメント情報の区分と一致しております。

① 国内IT事業

日本国内において、システムインテグレーションを主体として、受託システ

ム開発、自社で開発・制作したソフトウエア、クラウドサービスの販売等のIT

サービスを提供する事業であり、当社、アイード株式会社、SEVEN&EIGHT

SYSTEM株式会社及びOmniXuttle株式会社で展開しております。

② 海外IT事業

中国、香港等を中心とした海外でITサービスを提供する事業であり、璞華国

際科技（武漢）有限公司、璞華供給鎖（蘇州）有限公司及び方正環球科技有限

公司で展開しております。

(5) 主要な事業所（2025年12月31日現在）

① 当社

本 社 東京都新宿区

② 子会社

璞華国際科技（武漢）有限公司 中国湖北省武漢市

璞華供給鎖（蘇州）有限公司 中国江蘇省蘇州市

方正環球科技有限公司 香港

アイード株式会社 東京都新宿区

SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社 東京都新宿区

OmniXuttle株式会社 東京都新宿区

(6) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前期末比増減

456名 1名増

(注) 1.従業員数には、1年以上の有期雇用契約社員と、当社グループ外から当社グループへ
の出向者が含まれており、当社グループから当社グループ外への出向者は含まれてお
りません。

2.従業員数には、臨時従業員35名は含まれておりません。
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② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

189名 1名増 40.4歳 7.9年

(注) 1.従業員数には、1年以上の有期雇用契約社員と、当社外から当社への出向者が含まれ
ており、当社から当社外への出向者は含まれておりません。

2.従業員数には、臨時従業員15名は含まれておりません。

(7) 主要な借入先

借入先 借入残高（千円）

株式会社みずほ銀行 225,000

株式会社りそな銀行 163,337

株式会社三井住友銀行 142,519

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、2025年11月21日付で連結子会社のOmniXuttle株式会社を設立いたしま

した。

2．株式に関する事項

（1） 発行可能株式総数 23,600,000株

（2） 発行済株式の総数 7,094,200株(自己株式302,110株を含む。)

（3） 株主数 2,704名

（4） 大株主

株主名 持株数 持株比率

ＢＡＩＲＵＩＸＩＡＮＧＨＯＮＧ（ＨＯＮＧ Ｋ
ＯＮＧ）ＣＯ．， ＬＩＭＩＴＥＤ

1,997,000株 29.4 ％

ＫＳＫ合同会社 1,815,500株 26.7 ％

ＥＰＳホールディングス株式会社 835,100株 12.2 ％

メディカル・データ・ビジョン株式会社 187,500株 2.7 ％

株式会社ＳＢＩ証券 73,577株 1.0 ％

ＨＯＵＳＥＩ従業員持株会 65,600株 0.9 ％

ＳＥＮＸＩＡＯ ＣＵＬＴＵＲＡＬ ＣＯＭＭＵＮ

ＩＣＡＴＩＯＮ ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ
58,700株 0.8 ％

ＪＰモルガン証券株式会社 51,400株 0.7 ％

楽天証券株式会社 50,900株 0.7 ％

馮 海軍 47,400株 0.6 ％
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(注) 1.当社は、自己株式を302,110株保有しておりますが、上記大株主からは除外

しております。

2.持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(5)その他株式に関する重要な事項

① 当社は、資本効率の向上を通じた株主利益の向上、M&A等の機動的な資本政

策の遂行、及び取締役及び従業員に対するインセンティブ・プランの活用に

よる優秀な人材の確保等を図るため、会社法第459条第1項及び当社定款第40

条の定めにより、2025年2月13日開催の取締役会決議に基づき、2025年2月14

日〜2025年5月31日の間、市場取引により、60,000株の自己株式を34,449,300

円にて取得いたしました。

② 当社は、資本効率の向上を通じた株主利益の向上、M&A等の機動的な資本政

策の遂行、及び取締役及び従業員に対するインセンティブ・プランの活用に

よる優秀な人材の確保等を図るため、会社法第459条第1項及び当社定款第40

条の定めにより、2025年11月13日開催の取締役会決議に基づき、2025年11月

14日〜2025年12月31日の間、市場取引により、45,300株の自己株式を

19,017,800円にて取得いたしました。
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3．当社の新株予約権に関する事項

(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況

① 新株予約権の概要

当社が既に発行している新株予約権の概要は、次のとおりです。

発行回次

（付与決議日）

新株予約権

の数

目的となる株

式の種類及び

数

発行

価額

行使

価額
行使期間

第2回新株予約権

（2018年12月28日）
90,000個

普通株式

96,900株
無償 800円

2020年12月29日

～2028年12月28日

第3回新株予約権

（2018年12月28日）
6,700個

普通株式

6,700株
無償 800円

2020年12月29日

～2028年12月28日

第4回新株予約権

（2021年6月21日）
105,500個

普通株式

113,700株
無償 800円

2023年7月1日

～2031年6月30日

② 当社役員が保有する新株予約権の状況

上記①の新株予約権のうち、当社役員が保有する新株予約権の区分別の状況

は、次のとおりです。

区 分 発行回次 新株予約権の数
目的である株式

の数
保有者数

取締役（監査等委

員及び社外取締役

を除く）

第2回新株予約権 15,000個 15,000株 1名

第3回新株予約権 3,900個 3,900株 1名

第4回新株予約権 18,000個 18,000株 2名

取締役（監査等委

員）
第4回新株予約権 1,600個 1,600株 2名

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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4．会社役員に関する事項

(1) 責任限定契約に関する事項

当社は、会社法第427条第1項に基づき、業務執行取締役等でない取締役及び監

査等委員である取締役との間において、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令

が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執

行取締役等でない取締役及び監査等委員である取締役が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で、当社及び当社の全ての子会社の全ての取締役及び

監査役を被保険者とする会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険

（D&O保険）契約を締結しております。

当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作

為を含みます。）に起因して保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされ

た場合には、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとなりま

す。被保険者の全ての保険料を当社が全額負担することとしております。

ただし、被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たことに起因する損

害、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する損害等

については、填補されない等の免責事由があります。

(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区分・氏名 兼職先及び兼職内容 兼職先との関係

社外取締役

（監査等委員）

井上 隆司

共栄会計事務所パートナー

井上隆司公認会計士事務所 所長

アライドテレシスホールディングス株式会社 取締役

（監査等委員）
アライドテレシス株式会社 監査役
株式会社ブロードバンドタワー 取締役（監査等委員）

各社と当社との間には

特別の関係はありませ

ん。

社外取締役

（監査等委員）

菊池 武志

有限会社丸子興業 代表取締役

同社と当社との間には

特別の関係はありませ

ん。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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③ 当事業年度における主な活動状況

区分・氏名
主な活動状況及び社外取締役が果たすことが

期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

（常勤監査等委員）

松村 晶信

松村 晶信氏は、当事業年度開催の取締役会には、17回中17回（定例取締役会
12回中12回、臨時取締役会5回中5回）出席しています。人的資本等に関して総
合的な視点と業務執行に対する監督的役割から、取締役会の意思決定の適正性
を確保するための発言や議案審議等に関する提示を適宜行っております。
また、当事業年度開催の監査等委員会には14回中14回出席し、監査結果につい
ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

社外取締役

（監査等委員）

井上 隆司

井上 隆司氏は、当事業年度開催の取締役会には、17回中17回（定例取締役会
12回中12回、臨時取締役会5回中5回）出席しています。主に公認会計士として
の経験によって培われた幅広い視点から、取締役会の意思決定の適正性を確保
するための発言や議案審議等に関する提示を適宜行っております。
また、当事業年度開催の監査等委員会には14回中14回出席し、監査結果につい
ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

社外取締役

（監査等委員）

菊池 武志

菊池 武志氏は、当事業年度開催の取締役会には、17回中17回（定例取締役会
12回中12回、臨時取締役会5回中5回）出席しています。経営者としてのIT業界
に対する幅広い知識と専門的見地から、取締役会の意思決定の適正性を確保す
るための発言や議案審議等に関する提示を適宜行っております。
また、当事業年度開催の監査等委員会には11回中11回出席し、監査結果につい
ての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

④ 社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬の総額
該当事項はありません。

⑤ 社外役員に関する記載内容に対する意見
該当事項はありません。
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5．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,250千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額

25,250千円

(注) 1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会

社法第399条第1項及び第2項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の監査証明業務以外の業

務を委託しておりません。

(4) 子会社の監査に関する事項

当社の子会社である璞華国際科技（武漢）有限公司は、当社の会計監査人以外

の監査法人による監査を受けております。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が、会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる

場合、必要に応じて、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人

を解任いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性、そ

の他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執行に支障があると

判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合には、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(6) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(7) 補償契約の内容の概要

該当事項はありません。
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6．業務の適正を確保するための体制

当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、「内部統制システム構築

の基本方針」として取締役会において決議した内容は次のとおりです。

(1) 取締役、使用人の職務執行の法令及び定款適合性を確保するための体制

① 公正な経営を実現するために、当社の取締役及び使用人は、当社が上場会社

であることを自覚し、法令を遵守することを徹底させるために、会議等におけ

る説明、研修会等を実施する。

② 別途定める社内規程に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ

効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び社内規程に則り、保存及び管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

個々の損失の危険（財務、法務、環境、災害等のリスク）の領域ごとに、当該

損失の危険に関する事項を統括する担当取締役が、それぞれ損失の危険の管理

（体制を含む）に関する社内規程を作成し、適切な管理体制を構築する。

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制

① 当社グループに影響を及ぼす重要な事項については、多面的な検討を経て慎

重に意思決定を行うための仕組みとして、取締役会に加え、必要に応じ、執行

役員会、部門会議、委員会等を設置する。

② 各部門及びグループ会社から量的及び質的目標を提出させ、明確な目標値を

付与のうえ、年度予算を策定し、それに基づく業績管理を行う。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 別途定める社内規程に基づき、当社グループのコンプライアンス体制を構築

する。

② グループ会社の経営については自主性を尊重するが、別途定める社内規程に

基づき、グループ会社について適切な管理を行い、グループ会社から経営上の

重要な事項について報告を行わせ、必要に応じ、グループ会社と事前協議を行

う。

③ 別途定める社内規程に基づき、内部監査室は、各部門及びグループ会社の監

査を行う。

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

内部監査室及び管理本部の構成員を主体に補助使用人とする。

(7) 監査等委員会の補助使用人の独立性

① 監査等委員会の補助使用人の人事異動は、事前に監査等委員会の同意を必要

とする。

② 監査等委員会の補助使用人の人事評価について、監査等委員会は必要に応じ

― 33 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



て意見を述べることができる。

③ 監査等委員会の補助使用人は、監査等委員が指示した業務については、監査

等委員以外の者からの指揮命令を受けない。

(8) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等委員会への報告

に関する体制

① 当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監

査等委員会に必要な報告及び情報提供を行う。

② 当該報告をした者への不利な取扱いを禁止し、その旨を当社グループの役員

及び使用人に周知徹底する。

(9) その他監査等委員会監査の実効性を確保するための体制

① 代表取締役は、当社グループが対処すべき課題、監査等委員会監査の環境整

備の状況、監査上の重要課題等について、監査等委員会と意見交換を行う。

② 監査等委員会は、必要に応じ、内部監査室及び会計監査人の監査法人と意見

交換を行い、内部監査室には調査及び報告を求める。

③ 内部監査室、管理本部等所属の使用人が協力し、補助する。

④ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）

について生ずる費用又は債務の処理については、当該費用又は債務が監査等委

員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、監査等委員の請求に従

い、速やかに行う。

7．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、「反社会的勢力等排除規程」並びに「反社会的勢力等対応要領」

及び「反社会的勢力等の調査実施要領」を定め、当社並びに当社の役員及び社員が

反社会的勢力等に関与し、又は利益を供与することを防止に資するとしております。

また、当社グループは「コンプライアンス方針」において反社会的勢力との断絶

を宣言しているほか、「サステナビリティ経営 基本理念・基本方針」において、市

民社会の秩序に脅威を与える反社会的勢力の団体や個人に対しては毅然とした態度

で立ち向かい、一切の関係を遮断することを定めております。役員及び社員は、反

社会的勢力による関与や被害を防止するため、会社が定める基本的な理念や具体的

な対応を遵守しなければならないとしております。

反社会的勢力排除に対する対応方法等については「反社会的勢力等対応要領」を

定め、国や地方公共団体等が制定・公表する法令、ガイドライン等の最新情報の継

続的な確認、及び警察や公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会その他専

門機関が主催するセミナーへ出席するなど情報収集に努め、役員及び社員へ周知し

ております。また、所轄警察担当係・顧問弁護士等の外部専門機関と連携を図り、

毅然とした対応を行ってまいります。
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8．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況に関する概要は以下のとおり

です。

(1) 取締役の職務遂行に関する事項

取締役会規程をはじめとした社内規程等を定め、取締役が法令並びに定款に則

して意思決定、行動をするよう徹底しております。当事業年度において取締役会

を17回開催し、各議案についての適切な審議、業務執行の報告及び監督を行い、

活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保されておりま

す。

また、常勤取締役、常勤監査等委員、執行役員等で構成される執行役員会を開

催し、業務執行の効率性を確保しております。

(2) 監査等委員会の職務遂行に関する事項

当事業年度において監査等委員会を14回開催し、監査等委員会において定めた

監査計画に基づいた監査を実施しております。

監査等委員は取締役会への出席、及び常勤監査等委員による執行役員会やその

他の重要会議への出席を通じ、内部統制の整備、運用状況を確認しております。

また、代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的な情報交換を

行うことで内部統制システム全般をモニタリングしております。

(3) 内部監査に関する事項

当社における内部監査は、内部監査室が内部監査基本計画書に従い、社内の全

部門を対象として内部統制の有効性及び業務の遂行状況に関する内部監査を実施

し、代表取締役社長に内部監査結果を報告するとともに、監査等委員会及び会計

監査人と情報共有しております。また、指摘事項については、担当部門との協議

により、改善策を講じるとともにその後の状況を確認し、内部監査の実効性を確

保しております。

なお、内部監査の結果については、半期に一度取締役会に直接報告しておりま

す。

(4) コンプライアンス、リスク管理に関する事項

代表取締役は当事業年度においてリスク管理委員会を開催し、全社的なリスク

管理を行い、状況に応じて適宜対処しております。

また、執行役員会出席者により構成されるコンプライアンス委員会を定期的に

開催し、コンプライアンスに関する知識、情報の周知徹底を行っております。

(5) 反社会的勢力排除に向けた体制に関する事項

新規の取引先に対して取引時の事前確認を実施しており、既存取引先について

も年1回の確認を行っております。また、特殊暴力防止対策連合会、特殊暴力防止

対策協議会等に加盟し、定期的な情報収集を実施しました。
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9．会社の支配に関する基本方針

当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に

定めておりません。

一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さな

いものについては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な

動向も見極めつつ、今後も慎重に検討を行ってまいります。

10．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、配当は株主に対する利益還元手段として経営の重要課題であると認識し

ております。したがって、将来の研究開発、事業展開と経営基盤の強化のために必

要な内部留保を確保しつつ、事業環境、当社の経営成績や財務状況、及びそれらを

踏まえた投資計画等を総合的に勘案し、株主利益の最大化と内部留保のバランスを

踏まえて、配当を実施していくことを基本方針といたします。

当社は、剰余金を配当する場合には、期末配当の年1回を基本的な方針としており

ますが、会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定

めております。また、当社は、会社法第459条第1項の規定に基づき、剰余金の配当

に係る決定機関を取締役会とする旨を定款に定めております。

当事業年度につきましては、2026年2月13日開催の取締役会において、1株あたり

の配当金を3円00銭とする、剰余金の処分に関する決議をいたしました。

内部留保資金については、将来の研究開発、事業展開と経営基盤の強化のための

資金として有効に活用していく所存であります。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表
2025年12月31日現在

（単位：千円）

資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 3,105,275 流動負債 1,158,083

現 金 及 び 預 金 1,419,927 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 192,282

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 785,567 １年内返済予定の長期借入金 151,435

契 約 資 産 569,264 未 払 法 人 税 等 30,807

商 品 及 び 製 品 48,704 賞 与 引 当 金 128,293

仕 掛 品 161,079 そ の 他 655,265

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 525 固定負債 548,897

そ の 他 121,817 長 期 借 入 金 393,841

貸 倒 引 当 金 △1,612 退 職 給 付 に 係 る 負 債 153,496

固定資産 1,680,741 そ の 他 1,559

有形固定資産 827,936

建 物 及 び 構 築 物 986,344

工 具、 器 具 及 び 備 品 208,462

減 価 償 却 累 計 額 △366,870

無形固定資産 680,116 負 債 合 計 1,706,980

の れ ん 626,249 純資産の部

ソ フ ト ウ エ ア 52,059 株主資本 2,745,466

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 1,806 資本金 656,142

投資その他の資産 172,689 資本剰余金 1,124,299

投 資 有 価 証 券 28,800 利益剰余金 1,103,966

長 期 貸 付 金 1,416 自己株式 △138,940

繰 延 税 金 資 産 42,757 その他の包括利益累計額 316,706

長 期 前 払 費 用 7,084 為替換算調整勘定 316,706

敷 金 及 び 保 証 金 87,590 非支配株主持分 16,862

そ の 他 5,040 純 資 産 合 計 3,079,036

資 産 合 計 4,786,016 負 債 純 資 産 合 計 4,786,016

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2025年1月1日から
2025年12月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 4,779,287

売上原価 3,263,840

売上総利益 1,515,446

販売費及び一般管理費 1,478,896

営業利益 36,549

営業外収益

受取利息 1,340

補助金収入 31,993

その他 3,322 36,656

営業外費用

支払利息 8,498

為替差損 8,220

支払手数料 435

その他 1,843 18,998

経常利益 54,207

特別損失

のれん減損損失 206,428

その他の減損損失 50,937

固定資産除却損 873 258,239

税金等調整前当期純損失 △204,032

法人税、住民税及び事業税 16,622

法人税等調整額 △11,291 5,330

当期純損失 △209,362

非支配株主に帰属する当期純損失 △14,271

親会社株主に帰属する当期純損失 △195,091

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2025年1月1日から
2025年12月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 656,142 1,124,299 1,319,749 △85,473 3,014,717

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △20,692 △20,692

自 己 株 式 の 取 得 △53,467 △53,467

連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△195,091 △195,091

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △215,783 △53,467 △269,250

当 期 末 残 高 656,142 1,124,299 1,103,966 △138,940 2,745,466

（単位：千円）

その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 272,007 272,007 16,434 3,303,158

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △20,692

自 己 株 式 の 取 得 △53,467

連結子会社の増加による
非支配株主持分の増減

14,700 14,700

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△195,091

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

44,699 44,699 △14,271 30,427

当 期 変 動 額 合 計 44,699 44,699 428 △224,122

当 期 末 残 高 316,706 316,706 16,862 3,079,036

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 39 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



連結注記表

Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数

6社

連結子会社の名称

璞華国際科技（武漢）有限公司

SEVEN&EIGHT SYSTEM株式会社

アイード株式会社

OmniXuttle株式会社

璞華供給鎖（蘇州）有限公司

方正環球科技有限公司

（注）当連結会計年度において、新たに設立したOmniXuttle株式会社を連結の範

囲に含めております。

2．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

該当事項はありません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）を採用しております。

② 棚卸資産

a．商品・原材料・貯蔵品

主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法に
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より算定）を採用しております。

b．製品・仕掛品

主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備につ

いては、定額法）を採用しております。また、取得価額が10万円以上20万円未

満の少額資産については、法人税法の規定に基づく3年の均等償却を行っており

ます。在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 3～47年

工具、器具及び備品 3～18年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア 3～5年

のれん 5～10年

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。

③ 受注損失引当金

ソフトウエア請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失発生見

込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号
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2018年3月30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第30号 2018年3月30日）を適用しており、下記の5ステップアプローチに

基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

① 請負契約に係る収益認識

顧客との請負契約に基づいて目的物を引き渡す義務を負っております。当該

履行義務は原則として一定の期間にわたり充足される履行義務と判断し、履行

義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、主として原価比例法

（インプット法）により算出しております。

ただし、契約の内容がシステム基本設計書作成業務又はプログラム作成業務

である場合において、当該契約が他の契約と結合されない場合は、一時点で充

足される履行義務として、顧客検収時に収益を認識しております。

② プロダクト販売に係る収益認識

プロダクト販売契約は、顧客との契約に基づいてプロダクトを引き渡す履行

義務を負っております。当該履行義務は一時点で充足される履行義務と判断し、

プロダクトを顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識して

おります。

③ 準委任及び保守契約に係る収益認識

準委任及び保守契約は、顧客との契約に基づいて契約期間にわたりサービス

を提供する義務を負っております。当該履行義務は一定の期間にわたり充足さ

れる履行義務と判断し、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益

を認識しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
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算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非

支配株主持分に含めて計上しております。

③ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、5～10年の定額法により償却を行っております。

Ⅱ.会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

Ⅲ.表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

Ⅳ.会計上の見積りに関する注記

1．繰延税金資産の回収可能性について

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 42,757千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類に計上した繰延税金資産は、将来の事業計画から予測される課税

所得の見積りに基づいて、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると判断した

ものについて認識しております。

当該見積りに使用する将来事業計画は、使用する時点において入手可能な情報

に基づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、将来の事業環境の変化

等の影響により、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

合には、翌連結会計年度の連結計算書類において重要な影響を与える可能性があ

ります。

2．のれんの評価について

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 626,249千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、セグメント単位を基本に資産をグルーピングしております。

国内IT事業セグメントについては、まず、情報システム事業関連資産、往来技術

から譲り受けた事業に関連する資産、シードシステムから譲り受けた事業に関連

する資産の3つに資産をグルーピングしており、さらに、情報システム事業関連資

産においては、英語スピーキング学習サービス事業とその他の情報システム事業

に関する資産にグルーピングしております。また、海外IT事業セグメントについ

ては、のれんの取得単位で包装事業、金融事業、香港情報システム事業、その他
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の情報システム事業の関連資産としてグルーピングしております。

各連結会計年度において減損の兆候の有無を把握し、減損の兆候があると判断

したのれんについては、将来事業計画に割引前将来キャッシュ・フロー総額が帳

簿価額を下回った場合に、減損損失が計上される可能性があります。減損損失の

測定に使用する回収可能価額は、同様に将来事業計画を基礎とした将来見積キャ

ッシュ・フロー等に基づき算定しております。

当該見積りに使用する将来事業計画は、使用する時点において入手可能な情報

に基づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、将来の事業環境の変化

等の影響により見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類

において重要な影響を与える可能性があります。

3．収益認識について

請負業務に係る履行義務充足に伴う収益認識

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度売上高 669,355千円（注）
(注)当連結会計年度末時点で未了のプロジェクトに係る履行義務充足に伴う収益認識額を記

載しております。

ロ．連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法

売上高の計上は進捗度に基づき測定され、進捗度はプロジェクトの総見積原

価に対する連結会計年度末までの発生原価の割合（原価比例法）によって算定

しております。

②主要な仮定

進捗度の算出に用いた主要な仮定は、プロジェクト予算における総見積原価

であります。総見積原価の決定にあたっては、専門的な知識と経験を有するプ

ロジェクト責任者が請負業務に係る作業工数や外注金額等を見積っております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

プロジェクトの総見積原価は、各プロジェクトに対する専門的な知識と経験
を有するプロジェクト責任者による一定の仮定と判断を伴うものであり、見積
原価総額の変動により、各連結会計年度の売上計上額に重要な影響を与える可
能性があります。

Ⅴ.連結貸借対照表に関する注記
運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行4行と当座貸越契約を締結しておりま

す。
当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,000,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,000,000千円
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Ⅵ.連結損益計算書に関する注記
1．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 4,091千円

2．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
当期製造費用 －千円
一般管理費 193,209千円
合計 193,209千円

3．固定資産除却損の内容
工具、器具及び備品 873千円

4.減損損失

のれん減損損失及びその他減損損失には、当社グループの以下資産に係る減損損

失を含んでおります。

会社名・場所 用途 種類 金額（千円）

アイード株式会社
（東京都新宿区）

－ のれん 206,428

同上
英語スピーキング
アプリ

ソフトウェア 10,179

ＨＯＵＳＥＩ株式
会社（東京都新宿
区）

インスタントウィ
ンシステム

ソフトウェア 11,590

SEVEN&EIGHT
SYSTEM株式会社
（東京都新宿区）

ゲームソフト ソフトウェア 29,166

合計 257,366

当社グループは、セグメント単位を基本に資産をグルーピングしております。国

内IT事業セグメントについては、まず、情報システム事業関連資産、往来技術から

譲り受けた事業に関連する資産、シードシステムから譲り受けた事業に関連する資

産の3つに資産をグルーピングしており、さらに、情報システム事業関連資産におい

ては、英語スピーキング学習サービス事業とその他の情報システム事業に関する資

産にグルーピングしております。また、海外IT事業セグメントについては、のれん

の取得単位で包装事業、金融事業、香港情報システム事業、その他の情報システム

事業の関連資産としてグルーピングしております。

当連結会計年度に発生した減損損失は、すべて国内IT事業セグメントの情報シス

テム事業関連資産に帰属されている資産であり、事業の不振や、撤退などに伴い、

将来の営業活動から生ずるキャッシュ・フローが見込めなくなっているため、関連

資産の回収可能価額を零として帳簿価額全額を減損しております。
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Ⅶ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 7,094,200株

2．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年
1月24日
取締役会

普通株式 20,692 3
2024年
12月31日

2025年
3月11日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決議
株式の種

類
配当の
原資

配当金
の総額
（千円）

1株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年
2月13日
取締役会

普通株式
利益剰
余金

20,376 3
2025年
12月31日

2026年
3月13日

3．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の
数
普通株式 202,200株

― 46 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



Ⅷ.金融商品に関する注記

1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組方針

当社グループは、主に長期のシステム請負開発を行う際に先に費用の支出が発

生し、請負代金の回収が顧客の検収後になるため、これに関する運転資金需要を

満たすため、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達しております。一時的

な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に

より調達しております。デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど1年以内の支払期日でありま

す。借入金は、主に運転資金として必要な資金の調達を目的としたものであり、

償還日は決算日後、最長で5年後であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門にお

ける営業責任者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規

程に準じて、同様の管理を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされ

る金融資産の貸借対照表価額により表わされております。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等

を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を

作成・更新するとともに、手許流動性を連結売上高の2か月分相当に維持するこ

となどにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項

2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

敷金及び保証金 75,869 74,253 △1,616

資産計 75,869 74,253 △1,616

長期借入金（1年内返済予
定の長期借入金を含む）

545,276 545,253 △22

負債計 545,276 545,253 △22

(注) 1.「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「契約資産」、「支払手形及び買掛
金」、「短期借入金」、「未払法人税等」については、現金であること、及び概
ね短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、
記載を省略しております。

2.敷金及び保証金は、将来返還されない金額を控除しております。
3.市場価格のない株式等は上表には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下の通りであります。

区分
前連結会計年度

(千円)
当連結会計年度

(千円)

非上場株式 － 28,800

4.金銭債権の連結決算日後の償還予定額

1年以内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

受取手形及び売掛金 785,567 － － －

契約資産 569,264 － － －

敷金及び保証金 27,360 48,508 － －

合計 1,382,193 48,508 － －

（注）5.長期借入金の連結決算日後の返済予定額

1年以内
(千円)

1年超
2年以内
(千円)

2年超
3年以内
(千円)

3年超
4年以内
(千円)

4年超
5年以内
(千円)

5年超
(千円)

長期借入金 151,435 141,316 141,316 106,206 4,673 330

合計 151,435 141,316 141,316 106,206 4,673 330
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産と金融負債

該当事項はありません。

(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分

時価
（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

敷金及び保証金 － 74,253 － 74,253

資産計 － 74,253 － 74,253

長期借入金（1年内
返済予定の長期借
入金を含む）

－ 545,253 － 545,253

負債計 － 545,253 － 545,253

(注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

資 産

敷金及び保証金

将来返還されない保証金を控除した金額を、国債の利回りの利率で割引いた現

在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

負 債

長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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Ⅸ.収益認識に関する注記

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、売上高をセグメント情報の報告セグメントの区分に基づき分解するとと

もに、さらに契約類型により分解しております。

(単位：千円)

報告セグメント

国内IT事業 海外IT事業 計

請負 1,427,420 318,023 1,745,444

プロダクト 192,756 220,692 413,449

準委任及び保守 2,228,847 53,500 2,282,347

その他 338,046 － 338,046

顧客との契約から生じる収益 4,187,070 592,216 4,779,287

外部顧客への売上高 4,187,070 592,216 4,779,287

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等4.会計方

針に関する事項（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 854,263

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 785,567

契約資産（期首残高） 1,046,645

契約資産（期末残高） 569,264

契約負債（期首残高） 53,309

契約負債（期末残高） 57,158

（注）契約負債は、流動負債の「その他」に含まれております。

契約資産は、顧客との請負契約について進捗度に応じて一定期間にわたり認識

した収益にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に顧客と

の契約から生じた債権に振り替えられます。

― 50 ―

2026年02月25日 18時10分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



契約負債は、主にシステムに係る保守サービス契約を顧客と締結した時点に一

括で受領した保守サービス代金のうち、保守期間が経過していない前受収益に関

するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれ

ていた額は、49,890千円であります。また、過去の期間に充足した履行義務から、

当連結会計年度に認識した収益の額はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

システムに係る保守サービス契約の残存履行義務に配分した取引価格の総額及

び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

1年以内 56,714

1年超 443

合計 57,158

Ⅹ.1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 450円84銭

1株当たり当期純損失 28円52銭

Ⅺ.重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
2025年12月31日現在

（単位：千円）

資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 2,475,742 流動負債 651,894

現 金 及 び 預 金 765,179 買 掛 金 49,323

受 取 手 形 8,781 １年内返済予定の長期借入金 150,115

売 掛 金 598,508 リ ー ス 債 務 1,299

契 約 資 産 569,264 未 払 金 51,716

商 品 及 び 製 品 42,899 未 払 費 用 20,063

仕 掛 品 70,680 未 払 法 人 税 等 30,371

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 525 未 払 消 費 税 等 146,142

前 渡 金 285,663 前 受 金 88,301

前 払 費 用 46,341 前 受 収 益 56,714

短 期 貸 付 金 50,529 預 り 金 20,312

そ の 他 37,369 賞 与 引 当 金 33,061

固定資産 1,032,045 そ の 他 4,472

有形固定資産 43,261 固定負債 543,397

建 物 44,060 長 期 借 入 金 388,341

工 具、 器 具 及 び 備 品 108,806 リ ー ス 債 務 1,116

減 価 償 却 累 計 額 △109,605 退 職 給 付 引 当 金 153,496

無形固定資産 94,712 そ の 他 443

の れ ん 35,084

ソ フ ト ウ エ ア 57,820 負 債 合 計 1,195,291

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 1,806 純資産の部

投資その他の資産 894,070 株主資本 2,312,496

投 資 有 価 証 券 28,800 資本金 656,142

関 係 会 社 株 式 57,008 資本剰余金 1,126,801

関 係 会 社 出 資 金 625,475 資 本 準 備 金 1,114,433

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 1,416 そ の 他 資 本 剰 余 金 12,367

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 50,000 利益剰余金 668,493

長 期 前 払 費 用 1,211 その他利益剰余金 668,493

繰 延 税 金 資 産 39,787 繰 越 利 益 剰 余 金 668,493

敷 金 及 び 保 証 金 85,331 自己株式 △138,940

そ の 他 5,040 純 資 産 合 計 2,312,496

資 産 合 計 3,507,788 負 債 純 資 産 合 計 3,507,788

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（ 2025年1月1日から
2025年12月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 4,106,233

売上原価 3,175,890

売上総利益 930,342

販売費及び一般管理費 888,158

営業利益 42,184

営業外収益

受取利息 3,083

補助金収入 4,123

その他 1,053 8,261

営業外費用

支払利息 8,367

和解金 1,270

為替差損 1,019

支払手数料 435

その他 573 11,665

経常利益 38,779

特別損失

その他の減損損失 11,590

関係会社株式評価損 288,100

固定資産除却損 320 300,010

税引前当期純損失 △261,231

法人税、住民税及び事業税 16,244

法人税等調整額 △15,113 1,131

当期純損失 △262,362

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2025年1月1日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利
益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 656,142 1,114,433 12,367 1,126,801 951,548 951,548

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △20,692 △20,692

自 己 株 式 の 取 得

当 期 純 損 失 △262,362 △262,362

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △283,055 △283,055

当 期 末 残 高 656,142 1,114,433 12,367 1,126,801 668,493 668,493

（単位：千円）

株 主 資 本
純資産
合計

自己株式
株主資本
合計

当 期 首 残 高 △85,473 2,649,018 2,649,018

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △20,692 △20,692

自 己 株 式 の 取 得 △53,467 △53,467 △53,467

当 期 純 損 失 △262,362 △262,362

当 期 変 動 額 合 計 △53,467 △336,522 △336,522

当 期 末 残 高 △138,940 2,312,496 2,312,496

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

a．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

b．その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

a．商品・原材料・貯蔵品

主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

b．製品・仕掛品

主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主に定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並

びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については、定額法）を採用して

おります。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額資産につい

ては、法人税法の規定に基づく3年の均等償却を行っております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 3～47年

工具、器具及び備品 3～18年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウエア 3～5年

の れ ん 5～10年

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
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3．引当金の計上基準

(1) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算については、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(2) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しており

ます。

(4) 受注損失引当金

ソフトウエア請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失発生見込

額を計上しております。

4．収益及び費用の計上基準

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年3月30日）

及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号

2018年3月30日）を適用しており、下記の5ステップアプローチに基づき、約束し

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

① 請負契約に係る収益認識

顧客との請負契約に基づいて目的物を引き渡す義務を負っております。当該

履行義務は原則として一定の期間にわたり充足される履行義務と判断し、履行

義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、主として原価比例法

（インプット法）により算出しております。

ただし、契約の内容がシステム基本設計書作成業務又はプログラム作成業務

である場合において、当該契約が他の契約と結合されない場合は、一時点で充

足される履行義務として、顧客検収時に収益を認識しております。

② プロダクト販売に係る収益認識

プロダクト販売契約は、顧客との契約に基づいてプロダクトを引き渡す履行

義務を負っております。当該履行義務は一時点で充足される履行義務と判断し、
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プロダクトを顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識して

おります。

③ 準委任及び保守契約に係る収益認識

準委任及び保守契約は、顧客との契約に基づいて契約期間にわたりサービス

を提供する義務を負っております。当該履行義務は一定の期間にわたり充足さ

れる履行義務と判断し、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益

を認識しております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

Ⅲ．追加情報に関する注記

該当事項はありません。

Ⅳ．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

Ⅴ．会計上の見積りに関する注記

1．繰延税金資産の回収可能性について

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 39,787千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

計算書類に計上した繰延税金資産は、将来の事業計画から予測される課税所得

の見積りに基づいて、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると判断したもの

について認識しております。

当該見積りに使用する将来事業計画は、使用する時点において入手可能な情報

に基づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、将来の事業環境の変化

等の影響により、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

合には、翌事業年度の計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

2．のれんの評価について

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

のれん 35,084千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、各事業年度において減損の兆候の有無を把握し、減損の兆候があると
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判断したのれんについては、将来事業計画に割引前将来キャッシュ・フロー総額

が帳簿価額を下回った場合に、減損損失が計上される可能性があります。減損損

失の測定に使用する回収可能価額は、同様に将来事業計画を基礎とした将来見積

キャッシュ・フロー等に基づき算定しております。

当該見積りに使用する将来事業計画は、使用する時点において入手可能な情報

に基づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、将来の事業環境の変化

等の影響により見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類において

重要な影響を与える可能性があります。

3．収益認識について

請負業務に係る履行義務充足に伴う収益認識

イ．当会計年度の計算書類に計上した金額

当会計年度売上高 669,355千円（注）
(注)当会計年度末時点で未了のプロジェクトに係る履行義務充足に伴う収益認識額を記載し

ております。

ロ．計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「Ⅳ.会計上の見積りに関する注記」と同一の内容であります。

4．関係会社株式及び関係会社出資金の評価について

(1) 当会計年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 57,008千円

関係会社出資金 625,475千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、市場価格のない関係会社株式及び関係会社出資金について実質価額が

帳簿価額を著しく下回り、かつ、実質価額の下落が一時的でないと判断される場

合は、減損処理を行っております。

当社は、減損を判断する基準は合理的なものであると考えておりますが、市場

の変化や、予測できない経済及びビジネス上の前提条件の変化によって個々の投

資に関する状況の変化があった場合には、翌事業年度の計算書類において、関係

会社株式及び関係会社出資金の評価額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅵ．貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 94,964千円

長期金銭債権 50,000千円

短期金銭債務 30,895千円
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Ⅶ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

仕入高等 997,237千円

売上高 60,020千円

営業取引以外の取引高 2,524千円

Ⅷ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 302,110株

Ⅸ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

当事業年度

（2025年12月31日）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 104,020 千円

退職給付に係る負債 48,178 〃

賞与引当金 10,123 〃

関係会社株式評価損 96,797 〃

その他の減損損失 3,653 〃

投資有価証券評価損 851 〃

資産除去債務 9,577 〃

未払事業税 5,045 〃

その他 7,408 〃

繰延税金資産小計 285,656 千円

評価性引当額小計 △245,868 千円

繰延税金資産合計 39,787 千円

繰延税金負債

繰延税金負債合計 － 千円

繰延税金資産純額 39,787 千円
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Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

子会社
璞華国際科技
（武漢）有限公
司

所有
直接100％

当社が販売す
る商品に関す
るソフトウエ
アの開発

製造原価
（外注費）

965,114 前渡金 285,663

不動産購入の
ため

貸付金の返
済

△50,000

関係会社
長期貸付
金

50,000

短期貸付
金

50,000

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
価格等につきましては一般の取引条件と同様に決定しております。

Ⅺ．収益認識に関する注記

連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。

Ⅻ．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 340円47銭

1株当たり当期純損失 38円35銭

XⅢ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

XⅣ．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用

会社となります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年2月24日
ＨＯＵＳＥＩ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 齋 藤 哲

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 西 村 大 司

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ＨＯＵＳＥＩ株式会社の2025年1月1日から

2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、ＨＯＵＳＥＩ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年2月24日
ＨＯＵＳＥＩ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 齋 藤 哲

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 西 村 大 司

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ＨＯＵＳＥＩ株式会社の2025年1月1日

から2025年12月31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書

当監査等委員会は、2025年1月1日から2025年12月31日までの第30期事業年度の取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について、以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、取締役会決議に基づき整備されている会社の内部統制に係る体制全般について

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のう
え、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動 計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年2月25日

ＨＯＵＳＥＩ株式会社 監査等委員会
常勤社外監査等委員 松 村 晶 信 ㊞
社外監査等委員 井 上 隆 司 ㊞
社外監査等委員 菊 池 武 志 ㊞

以上
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